
  年  月  日 

 

奥州市市民環境部ＧＸ推進室  宛 

 

申請者（法人名）：                               

（代表者氏名）： 

住 所（所在地）： 

（担当者）氏 名： 

（担当者）所 属： 

（担当者）電話番号：  

（担当者）Ｅメール： 

 

「周辺地域の住民」の範囲に関する相談 

 

 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23年法律第 108 号）の

「説明会及び事前周知措置実施ガイドライン」に基づき、再エネ発電事業に関する説明会

の開催に当たって、説明会に参加する「周辺地域の住民」として、他に加えるべき者がい

ないか、下記のとおり相談します。 

 

再エネ発電

事業に関す

る事項 

電源種 （記載例）〇〇発電 

出力 （記載例）〇〇kw 

事業の実施場所 

（住所） 

（記載例）〇〇県〇〇市〇〇△－△－△ 

※発電所の所在地に係る地番は略さずにすべて

記載すること。行数が大幅に増えても可。 

運転開始予定日 年  月予定 

その他 ※すでに事業を行っている発電所の事業譲渡な

どの場合には、その旨、及び前事業者名、前事

業者所在地を記載。また、当初発電事業開始日

を記載。 

説明会に関

する事項 

定量基準に基づく

「周辺地域の住民」

の範囲 

（記載例）実施場所の敷地境界線から○ｍ以内

にある以下の地域。 

・○○市○○１００～１５０ 

・○○市××１～５ 

※定量基準の範囲内に居住する者が存在し 

ないと考えられる場合には、その旨を記載す 

ること。 

開催予定日時 

※未定の場合は空欄 

（記載例）令和○年○月○年 

○時○分～○時○分 

開催予定場所 

※未定の場合は空欄 

（記載例） 

○○県○○市○○１２３－４ 

○○ホール第１会議室 

その他 その他 ※特記事項等あれば記載 

 

※ 説明会において配布を予定している説明資料を添付すること。 

※ 事業の実施場所や定量基準に基づく「周辺地域の住民」の範囲が分かる地図等を添付

すること。 

 

本様式は、記載内容が増え、ページ数が増えても構いません 

コメントの追加 [o1]: 法人名称等。事業を行う事業者又

は事業を新たに引き継ぐ事業者。 

コメントの追加 [o2]: 法人の場合には「役職＋氏名」。

印鑑不要。 

コメントの追加 [o3]: 事業を行う事業者又は事業を新た

に引き継ぐ事業者の所在地 

コメントの追加 [o4]: 担当者の所属部署。別法人の場合

には、所属法人名、部署、所在地を記載すること 


